　令和○年○月〇日　
大東市長　東坂　浩一　様
大東市人権擁護施策推進審議会　
会長　石元　清英
長　三吉　修
大東市人権行政基本方針の改訂について（答申）（案）
　令和３年１０月７日付け、大東人権第４８９号で諮問のありました大東市人権行政基本方針の改訂にかかる諮問について、当審議会として慎重に審議を重ねた結果、下記のとおり答申します。

記

大東市人権行政基本方針の改訂案については、概ね妥当と認める。
なお、審議過程で各委員から出された主な意見を次のとおり整理し、提出するので、参考として十分検討し、活用されるように配慮されたい。
《総括的事項》
· 人権とは、全ての人が生まれながらに有する権利であることから、人権問題は、全ての人にとっての自分ごとであるという当事者意識の醸成を図ること。
· 多様性を認め合う社会の構築を阻害する要因に、差別意識や偏見があることの理解促進に努めること。
· 人権問題の解消に向け、市職員や教職員の人権意識及び知識の向上に努めるとともに、幼少期からの教育・啓発を推進すること。
· 多様化・複雑化する人権問題に適時適切に対応できるよう、相談・救済体制を充実させること。
· 《個別事項》
· 性的マイノリティへの差別や偏見、不登校及び登校に対する抵抗がある子どもの存在、ハラスメントなど、近年顕在化している人権問題への対策を講じること。
· 急速なＩＣＴの進展に伴う、インターネット上の誹謗中傷や差別、誤った情報の拡散等に対するインターネット・リテラシーの向上に取り組むこと。
· 部落差別（同和問題）は、いまだに根強く残る課題であることから、解消に向けた相談・教育・啓発の取組を推進すること。
令和４年１２月２日


第５回人権擁護施策推進審議会　資料③








